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１. 工事の進捗状況 

1.1 大泉側本線（南行）シールドトンネル工事の概要 

工事名称 ： 東京外かく環状道路 本線トンネル（南行）大泉南工事 

発注者 ： 東日本高速道路（株） 関東支社 

施工者 ： 清水・熊谷・東急・竹中土木・鴻池特定建設工事共同企業体 

工事内容 ： 泥土圧シールド（シールド機外径φ16.1ｍ、セグメント外径φ15.8ｍ） 延長 約 6,990ｍ 

工事箇所 ： 東京都武蔵野市吉祥寺南町～練馬区大泉町 

1.2 工事進捗状況 

 大泉側本線（南行）シールドトンネル工事は令和 4 年１１月 1 日から令和 5 年 4 月３０日の間にセグメント４０１R から６８５R までの 

約 450m の掘進作業を行った。 
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本線南行シールド 

掘進済延長 約 1100ｍ 

本線南行坑内（５８４Ring 付近） 

（切羽側から坑口側を望む） 

令和４年１１月１日～令和 5 年４月３０日 

掘進実績 約４５０ｍ（２８５R） 

A-A 横断図 518Ring 

本線北行シールド 

A 

地中壁② 地中壁③ 地中壁① 

A 

縦断図 
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1.3 硬質ウレタン製地中壁②・③について 

 
硬質ウレタン製地中壁①との接触事象を踏まえ、硬質ウレタン製地中壁②、③の設計照査を行った。設計位置・高さ、および出来形位置の高さを確認するため、現地試掘による杭頭部の露出および

現地測量を行い掘進した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・硬質ウレタン製地中壁②確認状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・硬質ウレタン製地中壁③確認状況 

 

現地測量確認状況 

現地測量確認状況 地中壁露出確認状況 

地中壁露出確認状況 硬質ウレタン製地中壁確認状況 
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2. 再発防止対策を踏まえた工事の対応状況 

 第 23 回東京外環トンネル施工等検討委員会で、次の陥没・空洞の推定メカニズムを踏まえた再発防止対策を確認した。 

 掘進作業にあたっては、再発防止対策が機能していることを丁寧に確認し、施工状況や周辺環境をモニタリングしながら細心の注意を払い慎重に進めている。 
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2.1. 本線トンネル（南行）大泉南工事 添加材使用基本計画図 

 
各種モニタリングや排土性状を確認し、塑性流動性の悪化が懸念される場合は、添加材の注入量等の調整や添加材の種別を変更し改善を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気泡材 (標準配合・高濃度配合) 鉱物系 (高分子材添加) 

685R      401R 

※IC 名は仮称 

添加材計画 

添加材実績 
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2.２. シールド掘進地盤に適した添加材の選定等 

大泉側本線（南行）シールドトンネル工事は、再発防止対策のシールド掘進地盤に適した添加材の選定等の結果を踏まえ、添加材は気泡材、鉱物系を適切に使用する計画としている。 

今回の掘進区間の地盤は、添加材試験結果より、気泡材、鉱物系いずれの添加材でも良好な塑性流動性が確保できることを確認しているが、 

・0.3D※（約 4～６ｍ）の小土被りで地下水位が掘削断面に満たない礫層が主体 ※D はトンネル径 

・掘進中の浮上り防止のため地下水を低下させている（トンネル内に床版を構築した後は地下水によるトンネルの浮上りが生じない設計となっている） 

・大泉街道以南の地盤改良区間（セメント系） 

といった区間で、地盤内の水分が少なく気泡が破泡する可能性があるため、塑性流動性の悪化が生じないよう鉱物系添加材を選定した。また、細粒分過多によるマシンなどへの固着や泥濘化と

いった設備負荷増大や地山への添加材の浸透を抑制するため、水溶性高分子材を添加する計画とした。なお、鉱物系添加材に助材として水溶性高分子材を添加した配合の試験を事前に行い、練り

混ぜ直後～７日間まで適正な塑性流動性を確保できることを確認している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 
 

 

 

 

 

 

■CASE-4”添加材選定試験結果 

 

                                                                   対象断面 ： 大泉街道以南の地盤改良区間 

 
 

 

 

    第 23 回東京外環トンネル施工等検討委員会で確認した添加材種別 地盤状況に合わせ 

調整した添加材 

地盤改良区間に合わせ 

調整した添加材 

    CASE-1 CASE-2 CASE-3 CASE-4 CASE-4’ CASE-4” 

添加材 

種別 

  気泡材 

（標準配合） 

気泡材 

（高濃度配合） 

気泡材＋鉱物系 

（気泡材の助材

として使用） 

鉱物系 

（単体で使用） 

鉱物系 

（助材として高分子材①添加） 

鉱物系 

（助材として高分子材②添加） 

気泡材 濃度 1% 5% 5%    

  発泡倍率 10% 20% 20%    

  注入率 10％～30％ 10％～30% 10％～30％    

鉱物系 濃度   70 ㎏/ｍ3（7％） 70 ㎏/ｍ3（7％） 70 ㎏/ｍ3（7％） 50 ㎏/ｍ3（5％） 

  注入率   5％～24% 15％～35% 5% 19% 

高分子材① 濃度     2 ㎏/ｍ3（0.2％）  

高分子材② 濃度      5 ㎏/ｍ3（0.5％） 

実施工使用予定 標準的に使用 気泡材（標準配合）で塑性流動性の

確保が難しい場合等 

長期停止時等 小土被り区間 大泉街道以南の地盤改良区間 

■大泉側本線（南行）シールドトンネル工事 添加材使用基本計画 
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２.３ 塑性流動性とチャンバー内圧力のモニタリングと対応 

2.３.1 第 23 回東京外環トンネル施工等検討委員会で確認された再発防止対策 

 
・これまでの塑性流動性の確認項目に加え、新たにチャンバー内の圧力勾配、ミニスランプ、粒度分布での確認を行うこととする。 

・塑性流動性のモニタリングをしながら、添加材注入量や添加材の種類を適切に調整し、塑性流動性・止水性の確保を行う。なお、塑性流動性の確保が困難となる兆候が確認された場合は原因の解明と対策を

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理項目 管理内容 管理値・確認内容 対応 備考 

カッタートルク カッターヘッドを回転させるために必要なトルク値であり、地

盤状況ごとの想定トルク値および装備能力に対して計測トル

クの割合と計測トルクの変動についても確認を行う（確認頻

度_リアルタイム） 

管理値：装備トルク 80％以下 

・掘進中やチャンバー土砂の攪拌時は監視モニターでリアルタイム

に確認する 

 

・掘進速度の低減（カッタートルク対応） 

・チャンバー内圧力設定の見直し 

・添加材注入量の増加 

・ベントナイト溶液を含めた添加材の種類

変更 

・夜間等掘進休止時において、チャンバー

内土砂の分離を防ぐため、定期的にチャ

ンバー内土砂の撹拌を実施 

 

 

チャンバー内圧力勾配 チャンバー内圧力勾配の変化を確認する 

（確認頻度_リアルタイム、毎リング管理） 

圧力勾配の傾きと直線性を確認する 

・下限圧力と上限圧力との間で掘進時のチャンバー内圧力を管理

することで、切羽の安定を常時管理する 

・事前のボーリングデータと添加材注入率等から算出される理論圧

力勾配との差を確認する 

・下部チャンバー内圧力が大きくなるなどの異常が無いことを確認 

・掘進中および停止中は監視モニターでリアルタイムに確認する 

傾きが想定以上に大きい場合は、気泡

材の地山への過度な浸透が生じている

可能性 

 

傾きが小さい場合や直線性が損なわれ

ている場合は、土砂の分離・沈降が生じ

ている可能性 

手触 

目視 

掘削土のまとまり具合を手触と目視で確認する 

確認頻度（目視：リアルタイム、手触：2 回/日） 

 

添加材の添加量や種類、濃度変更による掘削土の排土性状の変

化を確認する 

例）気泡材注入量増加に見合う湿潤状態など 

掘削土には高分子材が添加 

 

ミニスランプ試験 掘削土のスランプ値を計測し、値と変化を傾向管理する 

（確認頻度_2 回/日） 

 

直近の掘削土の性状と比較する 掘削土には高分子材が添加 

粒度分布 掘削地山の土層を把握するために試験室にて粒度分布試

験を実施し添加材の注入率設定のデータとする 

（確認頻度_20 リングに 1 回を基本とし、塑性流動性のモニタ

リングに応じて適宜実施） 

既往ボーリング結果と比較する 細粒分や礫分の比率など地層の変化を

確認 

 掘進データからの塑性流動性確認方法 
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（１） カッタートルク 

 
 掘進管理フローに基づき、掘進管理システムの監視モニターでカッタートルクをリアルタイムで監視し、管理値内で掘進できていることを確認した。なお、地中壁掘削区間では掘進速度を大き

く低下させたことから、カッタートルクが小さくなったことを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘進リング（R） 

ｶｯﾀｰﾄﾙｸ 

（kNｍ） 

リング毎データ 

カッタートルクのリアルタイム監視状況（682Ｒ） 
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400 410 420 430 440 450 460 470 480 490 500 510 520 530 540 550 560 570 580 590 600 610 620 630 640 650 660 670 680 690 700

ｶｯﾀｰﾄﾙｸ

装備トルクの

８０％

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

装備トルクの 80% 
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（２） チャンバー内圧力勾配 

 

掘進管理フローに基づき、掘進管理システムの監視モニターでリアルタイムおよびリング毎にチャンバー内圧力勾配の変化を監視し、理論圧力勾配と同じ傾向を示していること、圧力勾配の 

傾き・直線性や下部チャンバー内圧力が大きくなるなどの異常がないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘進リング（R） 

チャンバー内圧力勾配リアルタイム監視状況（682Ｒ） 

チャンバー内 

圧力勾配 

（kPa/m） 

※地中壁②切削区間（525R・526Ｒ）、地中壁③掘削区間（602R・603R）では、計画的に掘進速度を下げたことにより、加泥材注入率が大きくなっている。 

比重の小さい加泥材注入量が大きくなったことにより理論圧力勾配及びチャンバー内圧力勾配が低くなっている 

チャンバー内圧力勾配 

理論圧力勾配 
地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 
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■掘進停止中のリアルタイムの塑性流動性の確認状況 
平日夜間・休日掘進停止から掘進再開までの間も施工データをリアルタイムで監視している。以下に長期間停止、休日掘進停止から掘進再開までのチャンバー内圧力勾配データの一例を示す。

圧力勾配の直線性や傾きを確認しており、チャンバー内土砂の分離・沈降の兆候はなく、長期停止後・休日停止後の掘進再開時のカッターの起動も円滑に行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 長期掘進停止・再開時 休日掘進停止・再開時 

掘進完了時（停止）   

掘進開始前（停止）   

カッター起動時   

掘進中   

※掘進停止中は上限管理値を設定していない 

チャンバー内圧力（KPa） 

上
圧

力
計

か
ら

の
深

度
（

ｍ
）

 

497Ring ｶｯﾀｰ起動前（停止） 

土圧分布（ 2023/01/05 9:57 ） 
チャンバー内圧力（KPa） 

上
圧

力
計

か
ら

の
深

度
（

ｍ
）

 

497Ring ｶｯﾀｰ起動時 

土圧分布（2023/ 01/05 10:07 ） 

チャンバー内圧力（KPa） 

上
圧

力
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か
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の
深
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（
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497Ring 掘進中（ST800mm） 

土圧分布（2023/ 01/05 10:43 ） 
チャンバー内圧力（KPa） 

上
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力
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か
ら

の
深

度
（
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）

 

496Ring 掘進完了時（停止） 

土圧分布（ 2022/12/27 16:58 ） 

670Ring 掘進完了時（停止） 

土圧分布（ 2023/4/21 16:58 ） 

670Ring掘進完了時土圧分布（2023/04/21 17:24)
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671Ringカッター起動前（2023/04/24 09:00)
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671Ringカッター起動時土圧分布（2023/04/24 09:02)
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671Ring掘進中土圧分布（ 2024/04/24 09:44 ）
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671Ring ｶｯﾀｰ起動時 

土圧分布（ 2023/04/24 9:02 ） 

671Ring ｶｯﾀｰ起動前（停止） 

土圧分布（ 2023/04/24 9:00 ） 

671Ring 掘進中（ST800mm） 

土圧分布（ 2023/04/24 9:44 ） 
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（３） 手触、目視、ミニスランプ試験、粒度分布 

 

シールド施工熟練者によりリアルタイムでベルトコンベア上の掘削土の性状を目視するとともに、2 回/日の頻度で掘削土を採取し、手触、目視、ミニスランプ試験により排土性状の変化を確認

した。当該区間において排土性状の大きな変化は確認されなかった。 

20 リングに１回の頻度を基本として掘削土の粒度分布試験を実施し、塑性流動性の低下が懸念される粒度分布ではないことを確認した。 

 

 
 

（上表の掘削土は、排土時に高分子材を添加しているもの。） 
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（上表の掘削土は、排土時に高分子材を添加しているもの。） 

 
 
 

 
 
 
 
 

掘削土の
粒度分布
（％）

掘進再開後
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砂分

ｼﾙﾄ分

粘土分

排土の粒度分布試験結果 

掘進リング（Ｒ） ● : 粒度分布試験結果 

11



２.４ 排土量管理について 

2.４.1 第 23 回東京外環トンネル施工等検討委員会で確認された再発防止対策 

 

（１） 排土管理の内容について 

 従来は、地盤条件により地山単位体積重量が変化していくことを踏まえ、前 20 リング平均との比較により掘削土重量の傾向管理を行ってきたが、掘削土重量が徐々に増加していく場合などにおいて、過剰な

取込の兆候をより早く把握するため、今後は、ボーリングデータ等から推定した地山単位体積重量を用いて１リング毎に掘削土体積を算出し、実績値と理論値とを比較する絶対値管理も併せて行っていく。 

○ベルトスケールで排土重量を計測し、手前 20 リング平均との比較により以下の排土重量を管理 

 ・添加材が全量回収されることを前提とし添加材の全重量を控除した地山重量 

 ・添加材の重量を控除しない排土全重量 

○これまでの管理値より厳しい±7.5％を 1 次管理値として設定 

 ・閉塞が生じたリングの手前 20 リングでは、掘削土量が＋7.5％を超過しているリングがあることを確認 

 ・1 次管理値を±7.5％として設定し、閉塞及び閉塞を契機とする取り込み過剰の兆候をいち早く把握 

○排土率（地山掘削土量と設計地山掘削土量の比率）による、理論値と実績値を比較する新たな指標を追加 

 ・従来の排土重量の管理では手前 20 リング平均との比較にて取り込み過剰の兆候を把握するが、排土重量が徐々に増加していく場合などにおいては、さらにリング毎の排土率を確認することで、早期に兆候

を把握できる可能性がある （排土率は、添加材が全量回収されることを前提とし添加材の全重量を控除した地山重量を用いて算出） 

○地山単位体積重量の変化を確認 

 ・掘削土体積や排土率は、地山単位体積重量をボーリングデータを用いて算出するが、10 リングかつ 1 日 1 回排土を突き固めて計測した排土単位体積重量により、地山単位体積重量の変化を確認 

○添加材未回収分を考慮した排土率についても確認 

 ・添加材の回収状況について、チャンバー内土圧勾配より推定したチャンバー内土砂単位体積重量を用いて確認し、過剰な土砂取込みの兆候を確認 

 

 

管理項目 計測内容 管理手法 単位 1 次管理値 2 次管理値 備考 

掘削土重量 

（掘削土体積） 

掘削土の重量 

（掘削土の体積） 

（確認頻度_ 

リアルタイム監視 

毎リング管理） 

（１）添加材の全重量を控除した地山掘削重量（体積） 

・ベルトスケールで計測した排土重量から添加材が全量回収されることを前提とし添

加材の全重量を控除した地山重量で掘削土量の管理を行う。 

・前 20 リング平均の掘削土量と比較して、大きなバラツキがないことと管理値内で掘

進できていることを確認する。 

（２）添加材の重量を控除しない排土全重量（体積） 

・ベルトスケールで計測した添加材の重量を控除しない排土全重量で掘削土量の 

管理を行う。 

・前 20 リング平均の掘削土量と比較して、大きなバラツキがないことと管理値内で 

掘進できていることを確認する。 

ｔ 

（ｍ3） 

前 20 リング平均

±7.5％以内 

前 20 リング平均

±15％以内 

  監視モニターでリアルタイムに監視 

  ボーリングデータおよび掘削土の単位体積重量

をもとに換算した掘削土体積も管理 

（掘削土の単位体積重量を用いてボーリングデ

ータの単位体積重量を補正） 

排土率 

 

 

 

地山掘削土量と設計地

山掘削土量の比率 

（確認頻度_ 

 リアルタイム監視 

毎リング管理） 

（１）ベルトスケールで計測した排土重量から添加材が全量回収されることを前提と

し添加材の全重量を控除した地山重量で排土率の管理を行う。 

％ 

 

設計地山掘削土

量の±7.5％以内 

設計地山掘削土

量の±15％以内 

  ボーリングデータおよび掘削土の単位体積重量

をもとに換算した掘削土体積も管理 

・添加材が地山へ浸透している場合は、排土率

が過少に評価される 

（２）チャンバー内土砂の理論単位体積重量とチャンバー内圧力勾配から推定される

単位体積重量とを比較することにより添加材の浸透量を評価し、それを考慮した

排土率の管理を行う。 

 

 

％ 

 

設計地山掘削土量の 

±7.5％以内 

  ボーリングデータおよび掘削土の単位体積重量

をもとに換算した掘削土体積も管理 

・添加材の浸透量を評価し、それを考慮した掘削

土体積も管理 

・自立性が高い粘性土等では、チャンバー内圧力

勾配から推定される単位体積重量が適応しない

場合がある 
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2.4.２ 大泉側本線（南行）シールドトンネル工事での対応状況 

（１） 掘削土重量管理 

添加材の全重量を控除した地山掘削土重量、および添加材の重量を控除しない排土全重量について、掘進管理フローに基づき、前 20 リング平均の掘削土量と比較して大きなバラつきがなく、管

理値内で掘進できていることを確認した。 

・点検補修立坑部掘削区間（401R～406R）において、下限側の１次管理値を超過している状況が確認されたが、施工データの確認を行い、異常の兆候が見られないことが確認できたため、掘進

継続を判断した。当該区間は埋戻土のため、元の地山ほど土が締め固まっておらず、排土重量が少なめになったものと推察される。 

・地中壁（FFU 切削②部および③部）掘削区間の施工データ（525Ｒ～528Ｒ，602Ｒ～605Ｒ）の一部において、下限側の１次管理値を超過している状況が確認されたが、地山よりも比重の軽

い硬質ウレタン製部材が排土に混入することから、排土重量の急激な変化（減少）が生じ、手前 20 リング平均との比較による管理において、管理値を下回る可能性について事前に想定していた。 

・地盤改良体区間の施工データの一部（630Ｒ）において、一時的に排土重量の急激な変化（減少）が生じ下限 1 次管理値を超過する状況が確認されたため、施工データの確認を行った。その結果

異常の兆候が見られないことが確認できたため、掘進継続を判断した。当該箇所は埋戻土のため、元の地山ほど土が締め固まっておらず、排土重量が少なめになったものと推察される。 

いずれの区間でも、掘削土重量の減少傾向、チャンバー内圧力勾配から求められる単位体積重量と排土を突き固めて得られる単位体積重量の変化の整合性、チャンバー内圧力勾配の直線性やカッ

タートルク、排土性状の変化から塑性流動性などの施工データの確認を行い、異常の兆候が見られないことを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削土重量
(添加材含む)
(t/1.6m)

400

500

600

700

800

900

400 410 420 430 440 450 460 470 480 490 500 510 520 530 540 550 560 570 580 590 600 610 620 630 640 650 660 670 680 690 700

1次管理値

2次管理値

1次管理値

2次管理値

②-1 掘削土全重量(添加剤控除なし)

掘削土重量
(添加材控除)
(t/1.6m)

400

500

600

700

800

900

400 410 420 430 440 450 460 470 480 490 500 510 520 530 540 550 560 570 580 590 600 610 620 630 640 650 660 670 680 690 700

1次管理値

2次管理値

1次管理値

2次管理値

②-2 掘削土重量(添加材全回収 溶液控除)

排土重量 

（ｔ） 

掘進リング（R） 

排土重量 

（ｔ） 

① ベルトスケール排土重量（溶液控除）    

② ベルトスケール排土重量（全重量）  

掘進リング（R） 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

2 次管理値（+15%） 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 

2 次管理値（-15%） 

 

 

2 次管理値（+15%） 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 

2 次管理値（-15%） 
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■排土重量のリアルタイムの監視状況 

ベルトスケールで計測した排土重量を掘進管理システムの監視モニターでリアルタイムに監視している。 

 

６８３Ring 掘削土重量モニタリング 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排土重量（溶液控除） 排土重量（全重量） 

排
土

重
量

（
ｔ

）
 

排
土

重
量

（
ｔ

）
 

掘進長（ｍｍ） 掘進長（ｍｍ） 
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（２） 掘削土体積管理 

添加材全量を控除した地山掘削土体積、および添加材全量を控除しない掘削土体積について、掘進管理フローに基づき、前 20 リング平均の掘削土量と比較して大きなバラつきがなく、管理値内

で掘進できていることを確認した。点検補修立坑部掘削区間の施工データ（401Ｒ～406Ｒ）、地中壁掘削区間の施工データ（525Ｒ～528Ｒおよび 602R～605R）および 630R において、下

限側の１次管理値を超過している状況が確認されたが、掘削土重量と同様の理由で掘進継続の判断を行った。なお、掘削土体積はボーリングデータより得られた単位体積重量より算出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

② 掘削土体積（全体積） 

 

掘進リング（R） 

① 掘削土体積（添加材全量回収、溶液控除） 

掘進リング（R） 

掘削土体積 

(添加材全量回収、 

溶液控除） 

（ｍ3） 

掘削土体積 

(全体積） 

（ｍ3） 

2 次管理値（+15%） 
 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 
 

2 次管理値（-15%） 

 

2 次管理値（+15%） 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 

2 次管理値（-15%） 
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■掘削土体積のリアルタイムの監視状況 

ベルトスケールで計測した排土重量から単位体積重量を用いて算出した掘削土体積を掘進管理システムの監視モニターでリアルタイムに監視している。 

 

６８３Ring 掘削土体積モニタリング 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削土体積（添加材全量回収・溶液控除） 掘削土体積（全体積） 
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）
 

掘進長（ｍｍ） 掘進長（ｍｍ） 

掘
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体

積
（

全
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積
）
（

m
3

）
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（３） 排土率管理 
掘進管理フローに基づき、ベルトスケールで計測した排土重量から添加材が全量回収されることを前提とし添加材の全重量を控除した排土重量から算出した排土率を確認した。また、チャンバー内土砂の理論単位体積重量

とチャンバー内圧力勾配から推定される単位体積重量とを比較することにより添加材の地山への浸透量を評価し、それを考慮した排土率を確認した。 

排土率は、掘進開始時より下限側の 1 次管理値を超過している状況が確認されたことから、掘進管理フローに基づき、 

・リアルタイムでマシン負荷（カッタートルク、掘進推力）に異常がない 

・掘削土重量の変動傾向は安定しており、チャンバー内圧力勾配から求められる単位体積重量、排土を突き固めて得られる単位体積重量の変化の傾向と整合している 

・チャンバー内圧力勾配の直線性やカッタートルク、排土性状の変化から塑性流動性などの施工データを確認した結果、塑性流動性の悪化の傾向は確認されていない 

・カッタートルクや掘進推力は安定しており、マシン負荷に異常の傾向は確認されない 

ことから、取り込み過少の兆候は確認されておらず、リング毎に掘進継続の判断を行っている。なお、排土率が低くなる傾向については、地下水位低下区間で砂・礫分が比較的多い地盤において、添加材を注入し、掘進する際

の圧力により、地山に存在する間隙水やチャンバー内混合土中の泥漿分が掘削断面の外に逸散したこと等が要因であると推察される。 

 点検補修立坑部・地中壁掘削区間の施工データ（401Ｒ～406R、525～528R、602Ｒ～605R）において、下限側の 2 次管理値を超過している状況が確認され、掘進を一時停止したが、掘削土重量（体積）と同様、地

山よりも比重の軽い硬質ウレタン製部材が排土に混入していることなどが原因であることを事前に把握しており、上記の掘削土の取込み過少の兆候も確認されていないため、次のリングの掘進継続の判断を行った。 

419R は下限側の 2 次管理値を超過したため掘進を一時停止したが、上記の取込み過少の兆候も確認されていないため、掘進継続の判断を行った。なお、排土率の低下については、当該箇所で改質機の不具合のため他リン

グに比べ低速掘進を行ったことで、一定の圧力をかけて掘進している時間が長くなり、地山に存在する間隙水やチャンバー内混合土中の泥漿分が掘削断面の外に逸散したこと等が要因であると推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 
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④-2 排土率 (浸透量考慮 溶液控除)

1次管理値

1次管理値

点検補修立坑部掘削区間 

① 排土率（添加材全量回収） 

② 排土率（浸透量考慮、溶液控除） 

 

掘進リング（R） 

排土率 
（％） 

掘進リング（R） 

排土率 
（％） 
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④-1 排土率(添加材全回収 溶液控除)

1次管理値

2次管理値

1次管理値

2次管理値

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

2 次管理値（+15%） 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 

2 次管理値（-15%） 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 
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■排土率のリアルタイムの監視状況 

「添加材を全量回収されていることを想定した排土率」と「添加材の浸透量を考慮した排土率」それぞれについて、掘進管理システムの監視モニターでリアルタイムに監視している。 

 

６８３Ring 排土率モニタリング 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※リアルタイム排土率は掘進開始時の初期値を０で設定し、掘進開始時は意図的に排土の開始のタイミングを遅らせて所定の切羽圧力を保持している。 

 また、排土重量は計測するベルトスケールの位置がスクリューコンベヤの後ろになるため初期値の計測が遅れて記録される 
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排
土

率
（

添
加

材
全

量
回

収
）
（

％
）

 

掘進長（ｍｍ） 掘進長（ｍｍ） 

排
土

率
（

浸
透

量
考

慮
、

溶
液

控
除

）
（

％
）

 

18



 

 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

掘削土の
粒度分布
（％）

掘進再開後
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礫分

砂分

ｼﾙﾄ分

粘土分

チャンバー内圧力勾配から推定した単位体積重量 

排土の粒度分布試験結果 

掘進リング（R） ※Bor 単位体積重量は地山の単位体積重量であり、それ以外の単位体積重量

は添加材を含む単位体積重量となっているため一定の階差が生じている 

掘進リング（Ｒ） 

単位体積重量
(ｔ/m3)

1.5
1.6
1.7
1.8
1.9
2.0
2.1
2.2
2.3
2.4
2.5

400 410 420 430 440 450 460 470 480 490 500 510 520 530 540 550 560 570 580 590 600 610 620 630 640 650 660 670 680 690 700

ﾁｬﾝﾊﾞｰ内圧力勾配から算出した単位体積重量 理論泥土単位体積重量 Bor単位体積重量 突固め試験による単位体積重量

① 単位体積重量

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

● : 粒度分布試験結果 
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2.5 掘進管理項目および掘進管理基準に関する施工データ 

2.5.1 第 23 回東京外環トンネル施工等検討委員会で確認した再発防止対策 

 赤枠に示す管理項目の施工データを次ページに示す。 

 

管理項目  監視・測定項目等 （旧） これまでの管理 （新） 今後の管理 

カッター カッタートルク 

管理値：装備トルクの 80%以下 変更なし 

管理方法：モニターでリアルタイムで管理 ※カッターヘッド回転不能（閉塞）時は、掘進を一時停止し、原因究明・対策検討を十分に実施 

 管理方法：モニターでリアルタイムで管理 

シールドジャッキ 推力 
推力：装備推力の 80%以下 

変更なし 
管理方法：モニターでリアルタイムで管理 

掘進速度 掘進速度 
標準掘進速度：40 ㎜/min 

変更なし 
管理方法：モニターでリアルタイムで管理 

マシン方向制御 

方位 
一次管理値：設計値±0.2° 

変更なし 
二次管理値：設計値±0.4° 

ピッチング 
一次管理値：設計値±0.2° 

変更なし 
二次管理値：設計値±0.4° 

ローリング 
一次管理値：±0.2° 

変更なし 
二次管理値：±0.35° 

位置計測 

一次管理値：蛇行量 30 ㎜ 

変更なし 二次管理値：蛇行量 40 ㎜ 

管理値：蛇行量 50 ㎜ 

土圧 チャンバー内土圧 

管理土圧：主働土圧+水圧+予備圧（0.02MPa) 管理土圧：主働土圧+水圧+予備圧（0.02MPa) 

管理方法：切羽圧力計計測結果をリアルタイムで管理 
チャンバー内圧力値をリアルタイムにて管理（チャンバー内圧力分布から圧力勾配の傾きと直線性を

確認、必要に応じて改善を実施） 

排土管理 

掘削土量 

1 次管理値：前 20R 平均掘削土量±10％以内 1 次管理値：前 20R 平均掘削土量±7.5％以内 

2 次管理値：前 20R 平均掘削土量±20％以内 2 次管理値：前 20R 平均掘削土量±15％以内 

管理方法： ベルトスケールの計量結果をリアルタイムで管理 管理方法： ベルトスケールの計量結果をリアルタイムで管理 

排土率 

 - 1 次管理値：設計掘削土量の排土率±7.5％以内 

 - 2 次管理値：設計掘削土量の排土率±15％以内 

 - 添加材の浸透を考慮した排土率も確認 管理値：±7.5％以内 

チャンバー内土砂性状 

（塑性流動性確認） 
土砂性状 

手触、目視により、土砂性状や地山土層の変化を確認 手触、目視により、土砂性状や地山土層の変化を確認 

- ミニスランプ試験値：事前配合試験結果および直近の掘削土の性状と比較 

粒度分布試験を実施し、掘削地山の土層を把握（確認頻度：１回/週を基本） 
粒度分布試験を実施し、掘削地山の土層を把握（確認頻度：20 リングに 1 回を基本とし、塑性流動性

のモニタリングに応じて適宜実施） 

裏込注入工 

注入圧 注入圧：切羽圧+0.2MPa 

変更なし 
注入量 注入率：100％以上 

 
管理方法：モニターでリアルタイムで管理。基本的に設定注入圧以上、100%以

上の注入率、地山によって注入量は変化する 

地表面変位 掘進時、掘進停止中、事後 管理値：地表面傾斜角 1.0/1000rad 以下 変更なし 
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2.５.２ 掘進管理項目および掘進管理基準に関する施工データ 

 掘進管理フローに基づき、掘進推力、チャンバー内圧力について、管理基準値内で掘進できていることを確認した。 

 裏込注入圧については、小土被り区間であることから、裏込め材の地上部への逸泥を防止するため初期掘進の実績から目標圧力を設定し、注入量（裏込注入率）を確認しながら慎重に施工した。

なお、地中壁掘削区間については、硬質ウレタン製地中壁を掘削することから低速掘進を行った。 
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(％)
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裏込注入率

注入率100％

掘進速度
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0

10

20

30

40

50

400 410 420 430 440 450 460 470 480 490 500 510 520 530 540 550 560 570 580 590 600 610 620 630 640 650 660 670 680 690 700

掘進速度
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掘進推力

装備推力の

８０％

掘進推力 

〔リング平均値〕 

（kN） 

 

掘進速度 

（mm/min） 

チャンバー内圧力 

〔リング平均値〕 

（kPa） 

裏込注入率 

（％） 

裏込注入最大圧 

（kPa） 

装備能力の 80％

上限圧力 

注入率 100％

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

目標圧力 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

下限圧力 

地中壁②掘削区間 地中壁③掘削区間 点検補修立坑部掘削区間 

切羽圧+0.2MPa 
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マシン方向制御の掘進管理項目（方位）についてはローリングを除き、管理値内で掘進できていることを確認した。 

ローリングについては、2 次管理値を超過したが、掘進を一時停止し、坑内の設備等に異常がないことを確認し、次リングのカッター回転を逆回転することで姿勢を制御し掘進を継続した。 
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■マシン方向制御 
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1 次管理値（+7.5%） 

 

1 次管理値（-7.5%） 
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掘進リング（R） 
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   線形蛇行量縦断について一部、1 次管理値を超過している箇所があるが、先方リングで位置が修正されるよう施工した。 
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■セグメント位置（蛇行量） 

掘進リング（R） 

2 次管理値（+15%） 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 

2 次管理値（-15%） 

2 次管理値（+15%） 

1 次管理値（+7.5%） 

 

 

 

 

1 次管理値（-7.5%） 

2 次管理値（-15%） 
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２.6 再発防止対策を踏まえた掘進管理 

2.6.1 大泉側本線（南行）シールドトンネル工事での対応状況 

再発防止対策に示す掘進における管理フロー（切羽の安定管理、掘削土量）に基づき、リング毎に各掘進管理項目を監視し、マシンの調整や添加材注入量の調整等を行い、掘進した。 

また、受注者内部の施工状況のモニタリング体制を強化しているとともに、平時からの受発注者間の情報共有体制を構築している。令和４年２月２５日から掘進作業を実施しているが、関係者へ

の日々の掘進状況の定時報告等の情報共有を確実に実施している。緊急時には同様に速やかに情報共有がなされる体制を構築している。 
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■受発注者間合同安全大会などの状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注者の安全大会 受発注者及び他工事受注者合同安全点検 

掘進管理状況日常点検 

掘進状況報告会議 掘進管理状況日常点検 
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３.地域の安全・安心を高める取り組みの対応状況 

第 23 回東京外環トンネル施工等委員会における地域の安全・安心を高める取り組みとして以下を確認した。 

 

 

 

 

 

※1:状況に応じて実施  

※2:設置箇所・手法は自治体と調整 
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３.１ 振動・騒音のモニタリングの強化 

トンネル縦断方向に概ね 100ｍ間隔で振動・騒音測定を実施することとしており、下図に示す箇所で測定を行った。結果については掲示板や HP で公表している。また、シールドマシン直上付

近の位置で簡易計測器を用いた振動・騒音測定を実施し、電光掲示板で測定値を表示している。 

令和 4 年 11 月 1 日から令和 5 年 4 月 30 日において、シールド掘進に関する振動・騒音のお問合せは 1 件あったが、個別に説明を行い、トンネル工事の施工に起因する振動・騒音ではない

ことを確認している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【振動・騒音測定】 【簡易測定】 

測定位置（進捗に合わせてシールドマシン直上付近を測定） 

測定状況 
測定状況 

測定位置（測定日：令和５年２月１５日） 

  測定位置 

□ 測定位置 
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12 月 6 日（火）８：００ ～ ２０：００ 振動・騒音（確定値）測定結果 

 

振動   ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 

騒音   ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 

低周波音 ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 
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1 月 9 日（月）８：００ ～ ２０：００ 振動・騒音（確定値）測定結果 

 

振動   ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 

騒音   ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 

低周波音 ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 
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2 月 15 日（水）８：００ ～ ２０：００ 振動・騒音（確定値）測定結果 

 

振動   ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 

騒音   ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 

低周波音 ：シールド工事の停止中と掘進中で明確な差異は確認されなかった。 
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3.2 地表面変状の確認 

① 地表面計測 

交差する公道上において水準測量により地表面変位をシールド通過まで１回／日、通過後１回／月の頻度で変位が収束するまで計測を実施する計画である。 

測量結果については、地表面最大傾斜角、鉛直変位をホームページや現場付近に設置している掲示板にて１回／週の頻度で定期的に公表している。 

今回の掘進区間における掘進前後の地表面最大傾斜角は 1000 分の 1rad 以下であることを確認した。 
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【地表面計測結果】 
 

令和４年１１月４日～令和５年１月２７日 

 

 
※収束確認：通過後１回／月の頻度で計測を実施し、鉛直変位の変化量が前回計測値から±1ｍｍ以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

測線 
計測値 

基準日 

収束 

確認日 

最大傾斜角(rad) 最大鉛直変位(mm) 

１１月４日 １１月１１日 １１月１８日 １１月２５日 １２月２日 １２月９日 １２月１６日 １２月２３日 １２月３０日 １月６日 １月１３日 １月２０日 １月２７日 収束確認 １１月４日 １１月１１日 １１月１８日 １１月２５日 １２月２日 １２月９日 １２月１６日 １２月２３ １２月３０日 １月６日 １月１３日 １月２０日 １月２７日 収束確認 

5 
令和 4 年 

3 月 9 日 

令和４年 

１２月１８日 
0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000           〇 ＋１ ＋１ ＋２           〇 

6 
令和４年 

３月１５日 

令和４年 

１２月２８日 
0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000          〇 －１ －１ －１ －１          〇 

7 
令和４年 

１１月７日 

令和５年 

１月６日 
  0.0/1000 0.1/1000 0.1/1000         〇   ＋２ ＋３ ＋３         〇 

8 
令和４年 

１１月１４日 

令和５年 

２月９日 
  0.1/1000 0.1/1000 0.1/1000 0.1/1000        〇   ＋３ ＋４ ＋４ ＋４        〇 

9 
令和４年 

１１月２１日 

令和５年 

１月１９日 
   0.1/1000 0.1/1000 0.1/1000 0.1/1000       〇    ＋２ ＋２ ＋２ －１       〇 

10 
令和４年 

１１月２８日 

令和５年 

１月２２日 
    0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000       〇     ＋１ ±０ －２       〇 

11 
令和４年 

１２月２日 

令和５年 

１月３１日 
     0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000 0.1/1000     〇      ＋１ －１ －１ －２     〇 

12 
令和４年 

１２月８日 

令和５年 

２月２日 
     0.0/1000 0.2/1000 0.0/1000 0.1/1000     〇      ＋１ ＋２ ＋１ －１     〇 

13 
令和４年 

１２月１４日 

令和年 

２月１６日 
      0.1/1000 0.0/1000 0.0/1000 0.1/1000 0.0/1000   〇       －１ －１ －１ －２ －２   〇 

14 
令和４年 

１２月１９日 

令和５年 

２月２３日 
       0.1/1000 0.2/1000 0.2/1000 0.2/1000 0.3/1000  〇        －１ －１ －２ －２ －２  〇 

15 
令和５年 

１月２日 

令和５年 

３月２１日 
         0.2/1000 0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000 〇          －２ －１ ＋２ －１ 〇 

16 
令和５年 

１月７日 

令和５年 

３月１６日 
          0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000 〇           －１ ±０ －１ 〇 

17 
令和５年 

１月２６日 

令和５年 

３月２２日 
            0.2/1000 〇             －１ 〇 

18 
令和５年 

２月２日 

令和５年 

３月２８日 
             〇              〇 

19 
令和５年 

２月８日 

令和５年 

４月９日 
             〇              〇 

20 
令和５年 

２月１５日 

令和５年 

４月１５日 
             〇              〇 

21 
令和５年 

２月２３日 

令和５年 

４月２４日 
             〇              〇 

22 
令和５年 

３月１日 
                             

23 
令和５年 

３月１０日 
                             

24 
令和５年 

３月２３日 
                             

25 
令和４年 

１０月２５日 
                             

26 
令和４年 

１０月２５日 
                             

27 
令和４年 

１０月２５日 
                             

28 
令和４年 

１０月２５日 
                             

29 
令和３年 

７月３０日 
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令和５年２月３日～令和５年４月２８日 

 
※収束確認：通過後１回／月の頻度で計測を実施し、鉛直変位の変化量が前回計測値から±1ｍｍ以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

測線 
計測値 

基準日 

収束 

確認日 

最大傾斜角(rad) 最大鉛直変位(mm) 

２月３日 ２月１０日 ２月１７日 ２月２４日 ３月３日 ３月１０日 ３月１７日 ３月２４日 ３月３１日 ４月７日 ４月１４日 ４月２１日 ４月２８日 収束確認 ２月３日 ２月１０日 ２月１７日 ２月２４日 ３月３日 ３月１０日 ３月１７日 ３月２４日 ３月３１日 ４月７日 ４月１４日 ４月２１日 ４月２８日 収束確認 

5 
令和 4 年 

3 月 9 日 

令和４年 

１２月１８日 
             〇              〇 

6 
令和４年 

３月１５日 

令和４年 

１２月２８日 
             〇              〇 

7 
令和４年 

１１月７日 

令和５年 

１月６日 
             〇              〇 

8 
令和４年 

１１月１４日 

令和５年 

２月９日 
             〇              〇 

9 
令和４年 

１１月２１日 

令和５年 

１月１９日 
             〇              〇 

10 
令和４年 

１１月２８日 

令和５年 

１月２２日 
             〇              〇 

11 
令和４年 

１２月２日 

令和５年 

１月３１日 
             〇              〇 

12 
令和４年 

１２月８日 

令和５年 

２月２日 
             〇              〇 

13 
令和４年 

１２月１４日 

令和年 

２月１６日 
             〇              〇 

14 
令和４年 

１２月１９日 

令和５年 

２月２３日 
             〇              〇 

15 
令和５年 

１月２日 

令和５年 

３月２１日 
0.0/1000 0.0/1000            〇 －１ ＋１            〇 

16 
令和５年 

１月７日 

令和５年 

３月１６日 
0.0/1000 0.0/1000            〇 －２ －２            〇 

17 
令和５年 

１月２６日 

令和５年 

３月２２日 
0.4/1000 0.0/1000 0.1/1000           〇 －２ －１ ＋２           〇 

18 
令和５年 

２月２日 

令和５年 

３月２８日 
0.2/1000 0.0/1000 0.4/1000 0.4/1000          〇 －１ ±０ －２ ＋３          〇 

19 
令和５年 

２月８日 

令和５年 

４月９日 
 0.0/1000 0.0/1000 0.1/1000 0.1/1000         〇  －１ ＋１ ＋３ ＋３         〇 

20 
令和５年 

２月１５日 

令和５年 

４月１５日 
  0.1/1000 0.1/1000 0.1/1000 0.1/1000        〇   －１ ＋２ ＋２ ＋３        〇 

21 
令和５年 

２月２３日 

令和５年 

４月２４日 
   0.0/1000 0.1/1000 0.0/1000 0.1/1000 0.1/1000      〇    －１ －１ ＋２ －２ ＋２      〇 

22 
令和５年 

３月１日 
     0.2/1000 0.1/1000 0.2/1000 0.0/1000 0.0/1000          －２ －１ －２ ＋１ －１      

23 
令和５年 

３月１０日 
       0.2/1000 0.1/1000 0.0/1000 0.2/1000           －１ ＋１ －１ －２     

24 
令和５年 

３月２３日 
        0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000 0.0/1000           －１ ＋１ ±０ ±０    

25 
令和４年 

１０月２５日 
          0.2/1000 0.4/1000 0.3/1000            －４ －５ －４   

26 
令和４年 

１０月２５日 
          0.1/1000 0.0/1000 0.1/1000 0.0/1000           －２ －１ －２   

27 
令和４年 

１０月２５日 
          0.1/1000 0.2/1000 0.1/1000 0.1/1000           －２ －３ －３   

28 
令和４年 

１０月２５日 
           0.0/1000 0.1/1000 0.0/1000            －２ －３ －1  

29 
令和３年 

７月３０日 
             0.1/1000              －3  
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② MMS（3D 点群調査）  

掘進作業を実施する前に MMS（３Ｄ点群調査）を実施済みであり、GNSS や合成開口レーダーを活用して掘進完了区間の地表面変位の傾向の把握を継続して実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③巡回監視の強化 

掘進時及び掘進後概ね１ヶ月程度は２４時間体制でシールドマシンの掘進工事箇所周辺を徒歩等により巡視員が巡回を実施している。 

また、１ヶ月経過以降も掘進完了区間については、毎日１回の頻度で車両等または徒歩により巡回を実施する。 

これまで掘進工事箇所周辺において地表面変状等周辺の生活環境に影響を与える事象は確認されていない。 
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3.3 シールド工事の掘進状況、モニタリング情報の提供 

地域住民の方への情報提供として、シールド工事の掘進状況及びモニタリング情報の提供を行っている。 

具体的には、①工事のお知らせの配布頻度の見直し、②ホームページや現場付近の掲示板を用いたシール 

ド工事の掘進状況や計測結果のお知らせ、③施工データの適切な公表、④シールドマシン直上付近での振動 

・騒音の値の公表および掘進位置の目印の設置を実施している。 

 

① 工事のお知らせの配布頻度の見直し 

従来のシールド通過前 1 ヶ月に加え、通過前 1 週間、通過後にもお知らせの配布を実施している。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通過１ヶ月前 通過 1 週間前 通過後 
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② ホームページや現場付近の掲示板を用いたシールド工事の掘進状況や計測結果のお知らせ 

 東京外環事業のホームページに加え、新たに掲示板を設置するなどして工事の情報提供を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ホームページ】 

 シールドマシン位置と騒音・振動等のモニタリング結果の公表 

【自治会掲示板への掲示】 

 地表面変位モニタリング結果 
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③ 施工データの適切な公表 

    東京外環トンネル施工等検討委員会において確認した後、適切に公表していく。 

 

④ シールドマシン直上付近での振動・騒音の値の公表および掘進位置の目印の設置 

シールドマシン直上付近での振動・騒音のモニタリングについて、計測場所に電光掲示板を配置し振動・騒音のリアルタイムな値を表示している。 

また、シールドマシン掘進位置を周辺地域住民の方へお伝えするため目印を現地表示している。 

     

 

 

 

 

 

 

 

【シールドマシン直上付近での振動・騒音の値（簡易計測値）の表示】 

【掘進位置のお知らせ】 
【掘進位置の目印の表示】 
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